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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  
１【主要な経営指標等の推移】 

(注)1.売上高には、消費税等は含まれていない。 

2.「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額」は、潜在株式が存在しないため、金額の記載を省略している。 

3.純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針（企業会計基準適用指針第8号）を適用している。 

回 次 第54期中 第55期中 第56期中 第54期 第55期 

会計期間 自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日 

自平成17年4月 1日
至平成17年9月30日 

自平成18年4月 1日
至平成18年9月30日 

自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日 

自平成17年4月 1日
至平成18年3月31日 

(1) 連結経営指標等           

売上高 (百万円) 27,545 28,621 29,721 67,069 70,507 

経常利益 (百万円) 882 1,100 1,120 2,955 3,096 

中間(当期)純利益 (百万円) 486 268 621 1,282 1,297 

純資産額 (百万円) 35,044 36,859 38,389 36,079 37,783 

総資産額 (百万円) 60,211 61,427 66,266 66,130 67,804 

1株当たり純資産額 (円) 884.16 932.08 970.48 909.86 954.90 

１株当たり中間(当
期)純利益金額 

(円) 12.28  6.78 15.72 30.96 31.76 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
(円)      －      － － － － 

自己資本比率 (％) 58.2 60.0 57.9 54.6 55.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,102 △ 472 2,131   7,757   2,779 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △ 1,515 △ 1,509 △ 1,437 △ 2,915 △ 3,643 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △ 1,173 △ 1,196 △    56   △ 2,363   △ 1,301 

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残
高 

(百万円) 6,155 4,044 5,694 7,222 5,056 

従業員数 (人) 1,926 2,419 2,387 1,915 2,381 

(2) 提出会社の経営指標等
           

売上高 (百万円) 25,921 27,306 28,223 63,792 67,558 

経常利益 (百万円) 737 1,019 991 2,716 2,863 

中間(当期)純利益 (百万円) 432 229 568 1,186 1,209 

資本金 (百万円) 3,451 3,451 3,451 3,451 3,451 

発行済株式総数 (千株) 40,638 40,638 40,638 40,638 40,638 

純資産額 (百万円) 34,478 36,227 37,610 35,471 37,102 

総資産額 (百万円) 52,724 55,855 60,380 59,283 61,925 

１株当たり配当額 (円) 5.00 5.00 5.00 10.00 10.00 

自己資本比率 (％) 65.4 64.9 62.3 59.8 59.9 

従業員数 (人) 1,593 2,100 2,083 1,597 2,085 



２【事業の内容】 

  
当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。 

  

  

３【関係会社の状況】 

  
当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  
なお、連結子会社である「㈱ヨンコービジネス」は、平成18年12月1日に、商号を「㈱ヨンコーリース」に変更

し、会社分割により新たに設立した「㈱ヨンコービジネス」へ大口顧客向け事業を除くすべての事業を承継し、当社

と合併し解散した。 

  

    新たに設立した㈱ヨンコービジネスは、連結子会社である。 

  

新設会社の状況 

(注)特定子会社ではない。 
  
  

４【従業員の状況】 

  

(1) 連結会社の状況  
平成18年9月30日現在 

（注）従業員数は就業人員である。 

  

  

(2) 提出会社の状況 
平成18年9月30日現在 

（注）従業員数は就業人員である。 

  

  

  
(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

  

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権の
所有又は 
被所有割合 

関係内容 

[連結子会社]         ①役員の兼任  兼任2名 
②資金援助 

銀行借入金に対する保証予約 
リース資産購入資金の貸付 

③営業上の取引 
 機械装置、運搬具等のリース
を受けている。 

㈱ヨンコービジネス 高松市 30 
その他の事業

(リース業) 

所 有 100% 

被所有 － 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

設 備 工 事 業   2,022 

その他の事業    219 

全 社 ( 共 通 )    146 

合計   2,387 

従業員数（人）   2,083 



第２【事業の状況】 

  
（注）「第２．事業の状況」に記載されている金額には、消費税等は含まれていない。 

  

１【業績等の概要】 

  

(1) 業績 

当中間期の国内景気は、引き続き民間設備投資が拡大するとともに、個人消費も堅調に推移するなど、着実な回復基調にあ

ったが、当業界については、公共投資の減少傾向が継続する中で、価格の引下げによる受注獲得競争が一段と激化する一方、

電力設備投資の抑制が続くなど、依然として厳しい状況で推移した。 

こうした中、当中間連結会計期間の業績は、売上高は 29,721百万円(前年同期比 3.8％増加)となり、営業利益は 737百万円

(同 7.6％増加)、経常利益は 1,120百万円(同 1.8％増加)、中間純利益は 621百万円(同 131.4％増加)となった。 

  

事業の種類別セグメントの業績 

（設備工事業） 

当社グループは、厳しい受注環境下にあって、提案型の営業活動の展開や、お客さまとの信頼関係の強化や新規お客さま

の開拓を進めるとともに、徹底した原価低減施策の実施により、受注の確保と利益の拡大に全力を傾注してきた結果、完成

工事高は 28,319百万円(前年同期比 3.8％増加)、完成工事総利益は 3,349百万円(同 0.1％増加)となった。 

  
（その他の事業） 

リース事業及びＣＡＤソフト販売事業を中心に、その他事業売上高は 1,402百万円(前年同期比 4.9％増加)、その他事業

総利益は 248百万円(同 14.3％減少)となった。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ 638百万円増加し、5,694百万円となった。

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前中間純利益 1,073百万円を確保したほか、売上債権の減少や未成工事受入金の増加など工事金の回収が進んだ

ことから、2,131百万円の資金収入となった。 

（前年同期に比べ 2,604百万円の収入増） 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

事業用建物の建設やリース貸与資産の購入などにより、1,437百万円の資金支出となった。 

（前年同期に比べ 72百万円の支出減） 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

借入金が151百万円の純増となったが、197百万円の配当金支払いなどにより、56百万円の資金支出となった。 

（前年同期に比べ 長期資金1,000百万円の借入れにより 1,140百万円の支出減） 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1) 受注実績 

(単位 百万円) 

  

  

(2) 売上実績 

(単位 百万円) 

  
（注）1. 当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載していない。 
   2. 売上高総額に対する割合が百分の十以上の相手先の完成工事高及びその他事業売上高とその割合は次のとおりである。 
  

(単位 百万円) 

 

区 分 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

前年同期増減率 

（％） (自 平成17年 4月 1日 
 至 平成17年 9月30日) 

(自 平成18年 4月 1日
 至 平成18年 9月30日) 

設備工事業  34,195  32,712 △ 4.3 

その他の事業   1,339   1,397  4.3 

合計  35,534  34,109 △ 4.0 

区 分 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前年同期増減率 

（％） (自 平成17年 4月 1日 
 至 平成17年 9月30日) 

(自 平成18年 4月 1日
 至 平成18年 9月30日) 

設備工事業  27,285  28,319 3.8 

その他の事業   1,336   1,402  4.9 

合計  28,621  29,721 3.8 

  相手先 完成工事高
その他
事業売上高 

合 計 

前中間連結会計期間 

四国電力㈱ 15,888  58.2％ 32 2.5％  15,921 55.6％ (自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

四国電力㈱ 16,229  57.3％ 37 2.7％  16,267 54.7％ (自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 



  

なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりである。 

  
設備工事業における受注工事高及び施工高の状況 

前中間会計期間（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日） 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

前 事 業年 度（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

(単位 百万円) 

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減がある場合は、期中受注工事高にその増減額を含

む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２．中間期末（期末）繰越工事高の施工高は支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

３．期中施工高は｛期中完成工事高＋中間期末(期末)繰越施工高－前事業年度末繰越施工高｝に一致する。 

４．当中間会計期間より、従来、各工事に含めていた情報通信関連工事を「情報通信工事」に区分するなど工事内容の見直し

を行った。これに伴い、比較の便宜上、前中間会計期間及び全事業年度も同様に区分するとともに、施工高を再推計して記

載している。 

 なお、従来の記載は次のとおりである。 

 

  工事別  
期首繰越

工事高  
期中受注

工事高  
計 

期中完成

工事高  

中間期末（期末）繰越工事高
期中 
施工高  

手持工事高
うち施工高

比率 (%) 金 額

前 

中 

間 

会 

計 

期 

間 

配 電 工 事 1,413 15,338 16,752 14,843 1,908 47.2 900 14,892 

送電・土木工事  2,051 1,415  3,446 1,433  2,033 52.6 1,068 1,815 

電気・計装工事 13,921  9,012 22,934 5,947 16,986 15.2 2,590 6,904 

空調・管工事  4,017 6,413 10,431 3,630 6,800 20.4 1,384 4,153 

情報通信工事 611 1,725 2,336 1,140 1,195 55.9 668 1,704 

計  22,015 33,905 55,921 26,995 28,925 22.9 6,611 29,471 

当 

中 

間 

会 

計 

期 

間 

配 電 工 事 1,944 15,427 17,372 15,455 1,917 58.9 1,128 15,458 

送電・土木工事  1,063 2,147  3,211 1,380  1,830 35.3 646 1,433 

電気・計装工事 13,516  7,871 21,387 5,285 16,102 20.0 3,223 6,741 

空調・管工事  4,516 4,042 8,558 3,590 4,968 23.5 1,169 4,115 

情報通信工事 703 2,811 3,514 2,195 1,319 31.4 414 2,288 

計  21,744 32,300 54,044 27,907 26,136 25.2 6,582 30,037 

前 

事 

業 

年 

度 

配 電 工 事 1,413 31,418 32,832 33,887 1,944 57.8 1,124 31,161 

送電・土木工事  2,051 2,732 4,784 3,720 1,063 55.8   593 3,627 

電気・計装工事 13,921 17,405 31,327 17,811 13,516 13.1 1,767 17,946 

空調・管工事  4,017  10,676 14,694 10,178 4,516 14.3 644 9,960 

情報通信工事 611 4,456 5,068 4,365 703 45.8 321 4,582 

計  22,015 66,690 88,706 66,962 21,744 20.5 4,451 67,278 



  

(単位 百万円) 

  

次へ 

  工事別  
期首繰越

工事高  
期中受注

工事高  
計 

期中完成

工事高  

中間期末（期末）繰越工事高

期中 
施工高  

手持工事高
うち施工高

比率 
(%) 

金 額

前 

中 

間 

会 

計 

期 

間 

配電・通信工事  1,772 16,267 18,040 15,765 2,274 50.0  1,137 15,987 

送電・土木工事  1,945 1,503  3,448 1,528  1,919 58.2  1,117 1,931 

電気・計装工事  14,125  9,572 23,698 6,054 17,643 16.6  2,924 7,343 

空 調・管工事 4,172 6,562 10,735 3,646 7,088 20.2  1,432 4,209 

計  22,015 33,905 55,921 26,995 28,925 22.9  6,611 29,471 

前 

事 

業 

年 

度 

配電・通信工事  1,772 33,362 35,135 33,122 2,013 58.2  1,171 33,377 

送電・土木工事  1,945 3,407 5,352 4,093 1,259 62.1  782 4,160 

電気・計装工事  14,125 18,876 33,002 19,266 13,735 13.2  1,807 19,439 

空 調・管工事 4,172 11,043 15,216 10,481 4,735 14.6  689 10,300 

計  22,015 66,690 88,706 66,962 21,744 20.5  4,451 67,278 



  

② 完成工事高 

(単位 百万円) 

（注）１． 当中間会計期間より、従来、各工事に含めていた情報通信関連工事を「情報通信工事」に区分するなど工事内容の見直し

を行った。これに伴い、比較の便宜上、前中間会計期間についても同様に記載している。 

なお、従来の記載は次のとおりである。 

(単位 百万円) 

  

（注）２．完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

前中間会計期間 請負金額２億円以上の主なもの 

  

当中間会計期間 請負金額２億円以上の主なもの 

  

 

期  別 区 分 四国電力㈱ 官公庁 民 間 計 

前中間会計期間 
(自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日) 

  

配 電 工 事 14,638  10  194  14,843  

送電・土木工事 892  6    535  1,433  

電気・計装工事 85  987  4,874  5,947  

空調・管工事 48  149  3,432  3,630  

情報通信工事 223  79  837  1,140  

計 15,888  1,233  9,874  26,995  

当中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 

  至 平成18年9月30日) 

配 電 工 事 15,279  3  171  15,455  

送電・土木工事 706  94    579  1,380  

電気・計装工事 33  555  4,696  5,285  

空調・管工事 71  167  3,352  3,590  

情報通信工事 138  195  1,861  2,195  

計 16,229  1,015  10,661  27,907  

期  別 区 分 四国電力㈱ 官公庁 民 間 計 

  配電・通信工事 14,861  14  890  15,765  

前中間会計期間 送電・土木工事 892  －    636  1,528  

(自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日) 

電気・計装工事 85  1,063  4,905  6,054  

空調・管工事 48  155  3,442  3,646  

  計 15,888  1,233  9,874  26,995  

大成建設㈱ 日本橋浜町三丁目西部地区第一種市街地再開発事業   

日本道路公団 高知自動車道(四車線化)明神トンネル照明設備工事   

学校法人村崎学園 徳島文理大学香川薬学部棟機器設置工事   

松山市 松山中央公園プール電気工事   

大阪市 浪速スポーツセンター   

四電ビジネス㈱ ヨンデンビル非常用電源対策工事   

清水建設㈱ 三崎風力連系線新設工事   

四国電力㈱ 東レ西支線新設管路工事   

飛島建設㈱ 平成17・18年度(仮称)梼原町総合庁舎新築工事   

㈱きんでん コスタ北条新築工事   

㈱合田工務店 身体障害者療護施設土器川タウン新築工事   



  

③ 手持工事高 （平成18年9月30日現在） 

(単位 百万円) 

（注）手持工事のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりである。 

  

  

  

区  分 四国電力㈱ 官公庁 民 間 計 

配 電 工 事 1,860 4 51 1,917 

送電・土木工事 1,490 299 40 1,830 

電気・計装工事 128 2,979 12,994 16,102 

空調・管工事 184 172 4,610 4,968 

情報通信工事 14 516 787 1,319 

計 3,678 3,972 18,485 26,136 

学校法人村崎学園 徳島文理大学メディアセンター新築他設備工事 平成19年 2月完成予定 

国土交通省 平成15-18年度高松合同Ａ棟電気設備工事 平成18年11月完成 

大成建設㈱ 
市川駅南口地区第一種市街地再開発事業Ｂ街区 

施設建築物新築工事 
平成20年 7月完成予定 

東京電機㈱ クレストフォルム芝タワー建設工事 平成19年10月完成予定 

㈱竹中工務店 (仮称)Ｄ’グラフォート千里中央新築工事 平成19年12月完成予定 

学校法人村崎学園 徳島文理大学薬学研究棟増築設備工事 平成19年 2月完成予定 



３【対処すべき課題】 

  

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が対処すべき課題について重要な変更はない。 

  
  
４【経営上の重要な契約等】 

  

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 
  
  
５【研究開発活動】 

  

当社においては、複雑化、多様化する顧客ニーズに積極的な対応をするため、施工にあたっての安全、高品質、効率化を図

るに必要な新工法・新工具等の研究開発活動を行っている。 

当中間連結会計期間における研究開発費は 7百万円であり、主な研究開発の内容は次のとおりである。 

  

（設備工事業）   

架空送電線工事にかかる工法及び工具の研究開発 

架空送電線工事における作業の効率化、労力の軽減等を図ることを目的に、当中間連結会計期間においては、500kv級大

型鉄塔の塗装工事における昇降装置とブランコを組合せた新たな塗装工法の開発や、大型鋼管鉄塔塗装工事等に用いる軽量

で簡易に取付可能な斜材用簡易足場の開発、難着雪リング取付工具の開発を行った。 

  

なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われていない。 

  
  

第３【設備の状況】 
  
１【主要な設備の状況】 

  

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 
  
２【設備の新設、除却等の計画】 

  
当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はない。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。 

  

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

 １【株式等の状況】 
(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  
(2)【新株予約権等の状況】 

    該当事項はない。 

  

(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注） 当中間会計期間における発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増減はない。 

  
(4)【大株主の状況】 

平成18年9月30日現在 

（注） 上記の他、当社は自己株式 1,130千株を所有しているが、当該株式には議決権がないため、上記の大株主から除いている。 
 

種 類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種 類 中間会計期間末現在発行数(株) 
(平成18年9月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成18年12月11日) 

上場証券取引所名
又は登録証券業協会名 内  容 

普通株式   40,638,675 同 左 
㈱東京証券取引所 
市場第一部 

－ 

計   40,638,675 同 左 － － 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金 
増減額 
(百万円) 

資本金 
残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成18年9月30日 － 40,638,675 － 3,451 － 4,209  

氏名又は名称 住  所
所有株式数

(千株) 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合  (％) 

 四国電力株式会社  高松市丸の内2番5号    12,498  30.76 

 四電工従業員持株会  高松市松島町1丁目11番22号    1,483   3.65 

 株式会社中国銀行  岡山市丸の内1丁目15番20号    1,173   2.89 

 株式会社伊予銀行  松山市南堀端町1番地    1,113   2.74 

 株式会社百十四銀行  高松市亀井町5番地の1    1,093   2.69 

 ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505019 (常任代理人 ㈱みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. 
BOX 518 IFSC DUBL IN, IRELAND 
  
(東京都中央区日本橋兜町6番7号) 

558    1.37 

 日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内1丁目6番6号     550   1.35 

 株式会社愛媛銀行  松山市勝山町2丁目1番地     542   1.34 

 日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

 東京都港区浜松町2丁目11番3号     511   1.26 

 日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

 東京都中央区晴海1丁目8番11号     496   1.22 

計 － 20,020  49.26 



(5)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

平成18年9月30日現在 

（注）1. 「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ 2,000株及び 150

株含まれている。なお、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数 2個が含まれていない。 

      2．「単元未満株式」の欄には、当社保有の自己株式が 492株含まれている。 

  

  

②【自己株式等】 

平成18年9月30日現在 

  

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、㈱東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  
  
３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

  

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式   1,130,000 
－ － 

完全議決権株式(その他)  普通株式  38,415,000 38,413 － 

単元未満株式  普通株式   1,093,675 － 1単元(1,000株)未満株式 

発行済株式総数 40,638,675 － － 

総株主の議決権 － 38,413 － 

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所 

自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有株 
式数の割合(％) 

株式会社四電工 
高松市松島町1丁目11番 
22号 

1,130,000 － 1,130,000 2.78 

計 － 1,130,000 － 1,130,000 2.78 

月 別 
平成18年 
４月 

  
５月 

  
６月 

  
７月 

  
８月 

  
９月 

最高（円） 759 737 713 682 650 645 

最低（円） 717 675 617 582 600 575 



第５【経理の状況】 

  

 １．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

  
 (1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以下

「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載して

いる。 

なお、前中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、当中間

連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

 (2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。 

なお、前中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計期

間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

  

 ２．監査証明について 

  

   当社は証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）及び当中間連

結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年4月1日から平成17

年9月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツ

により中間監査を受けている。 

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

 

    前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

  (平成17年9月30日) (平成18年9月30日) (平成18年3月31日) 

区  分 
注記 
番号 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

現金預金   2,843   5,593   4,455   

受取手形・ 

完成工事未収入金等 
※3 9,777

  
10,197

  
15,579 

  

有価証券   1,597   1,203   1,098   

未成工事支出金   5,965   6,123   3,909   

その他たな卸資産   1,183   1,275   1,165   

その他   2,285   2,427   3,056   

貸倒引当金   △ 210   △ 173   △ 221   

流動資産合計   23,442 38.2  26,647 40.2  29,044 42.8  

Ⅱ 固定資産             

１ 有形固定資産 ※1           

建物・構築物   4,714   4,814   4,839   

リース貸与資産   4,116   3,620   3,885   

土地   8,375   9,596   9,541   

その他   1,978   2,872   1,872   

有形固定資産計   19,184 31.2  20,903 31.6  20,138 29.7  

２ 無形固定資産   194 0.3  208 0.3  182 0.3  

３ 投資その他の資産             

投資有価証券   17,013   17,240   16,896   

その他   2,916   1,989   2,873   

貸倒引当金   △ 1,324   △   722   △ 1,331   

投資その他の資産計   18,605 30.3  18,507 27.9  18,438 27.2  

固定資産合計   37,984 61.8  39,618 59.8  38,759 57.2  

資産合計   61,427 100.0  66,266 100.0  67,804 100.0  

                



  

  

 

    前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

  (平成17年9月30日) (平成18年9月30日) (平成18年3月31日) 

区  分 
注記 
番号 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

支払手形・工事未払金等 ※3 6,586   8,627   11,312   

短期借入金     500     500   500   

１年内返済長期借入金   1,732   1,930   1,810   

未払金 ※2 4,805   5,259   5,586   

未成工事受入金   3,011   3,234   1,638   

工事損失引当金   －   46   －   

その他 ※3 2,721   3,025   3,846   

流動負債合計   19,357 31.5  22,623 34.2  24,694 36.4  

Ⅱ 固定負債               

長期借入金   2,325   2,387   2,355   

繰延税金負債   284   604   376   

退職給付引当金   2,413   2,103   2,383   

役員退職給与引当金   136   158   161   

固定負債合計   5,160  8.4  5,253  7.9  5,276  7.8  

負債合計   24,518 39.9  27,876 42.1  29,971 44.2  

                

（少数株主持分）               

    少数株主持分   49 0.1 － － 49 0.1 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金   3,451 5.6 － － 3,451 5.1 

Ⅱ 資本剰余金   4,218 6.9 － － 4,219 6.2 

Ⅲ 利益剰余金   26,990 43.9 － － 27,821 41.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   2,691 4.4 － － 2,798 4.1 

Ⅴ 自己株式   △ 491 △0.8 － － △ 507 △ 0.7 

資本合計   36,859 60.0 － － 37,783 55.7 

負債、少数株主持分及び 

資本合計 

  
61,427 100.0 － － 67,804 100.0 

                



  

  

    前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

  (平成17年9月30日) (平成18年9月30日) (平成18年3月31日) 

区  分 
注記 
番号 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

資本金   － － 3,451 5.2 － － 

資本剰余金   － － 4,220 6.4 － － 

利益剰余金   － － 28,203 42.6 － － 

自己株式   － － △  519 △0.8 － － 

株主資本合計   － － 35,356 53.4 － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                

その他有価証券評価差額金   － － 2,985 4.5 － － 

評価・換算差額等合計   － － 2,985 4.5 － － 

Ⅲ 少数株主持分   － － 47 0.0 － － 

純資産合計   － － 38,389 57.9 － － 

負債純資産合計   － － 66,266 100.0 － － 

                



②【中間連結損益計算書】 

  

   

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 
(自 平成17年 4月 1日 

至 平成17年 9月30日) 

(自 平成18年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日) 

(自 平成17年 4月 1日 

至 平成18年 3月31日) 

区  分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分比 

（％） 
金額（百万円） 

百分比 

（％） 
金額（百万円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高               

    完成工事高   27,285   28,319   68,009    

    その他事業売上高   1,336 28,621 100.0 1,402 29,721 100.0 2,497 70,507 100.0 

Ⅱ 売上原価               

    完成工事原価   23,937   24,969   60,289    

    その他事業売上原価   1,046 24,983 87.3 1,153 26,123 87.9 1,923 62,213 88.2 

     売上総利益               

      完成工事総利益   3,347   3,349   7,719    

      その他事業総利益   290 3,638 12.7 248 3,598 12.1 573 8,293 11.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   2,952 10.3  2,860 9.6   5,945 8.5 

     営業利益     685 2.4  737 2.5   2,348 3.3 

Ⅳ 営業外収益               

   受取利息   120   111   240    

   受取配当金   127   133   256    

   有価証券売却益   64   40   37    

      廃品売却益   －   72   87    

   その他    156 468 1.6 89 447 1.5 194 816 1.2 

Ⅴ 営業外費用               

   支払利息   15   14   26    

   弔慰金   16   15   16    

   その他   21 53 0.2 35 65 0.2 25  68 0.1 

     経常利益     1,100 3.8  1,120 3.8   3,096 4.4 

Ⅵ 特別利益               

貸倒引当金戻入益   － － － 4 4 0.0 － － － 

Ⅶ 特別損失               

   前期損益修正損   14   －   21    

   固定資産除却損 ※2 －   50   26    

   貸倒引当金繰入額   26   －   144    

   減損損失 ※3 333   －   350    

       その他   － 373 1.3 － 50 0.2 21 564 0.8 

   税金等調整前中間(当期) 

   純利益 
    726 2.5  1,073 3.6   2,532 3.6 

   法人税、住民税及び事業税   455   276   1,417    

   法人税等調整額   3 458 1.6 176 453 1.5 △182  1,234 1.8 

   少数株主利益又は 

少数株主損失（△） 
    0 0.0  △0 △0.0   △0 △0.0 

   中間(当期)純利益     268 0.9  621 2.1    1,297 1.8 

                      



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

［中間連結剰余金計算書］ 

  

  

  

［中間連結株主資本等変動計算書］ 

当中間連結会計期間（自 平成18年4月 1日 至 平成18年9月30日） 

(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

    

  

前中間連結会計期間 
前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年4月 1日 
 至 平成17年9月30日) 

(自 平成17年4月 1日 
 至 平成18年3月31日) 

区   分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円）

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     4,209   4,209 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

自己株式処分差益   8 8 9 9 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高     4,218   4,219 

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     26,975   26,975 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

中間(当期)純利益   268 268 1,297 1,297 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

配当金   197   395   

役員賞与   55 253 55 450 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高     26,990   27,821 

            

  

株  主  資  本 
評価・換

算差額等 少 数 

株 主 

持 分 

純資産 

合 計 
資本金 

資 本 

剰余金 

利 益 

剰余金 

自己 

株式 

株主資本 

合    計 

その他有

価証券評

価差額金 

平成18年3月31日残高  (百万円)  3,451 4,219 27,821 △507 34,984 2,798 49 37,832

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当  (注)    △ 197  △ 197    △ 197

役員賞与    (注)    △  41  △  41    △  41

中間純利益    621  621    621

自己株式の取得      △ 13 △  13    △  13

自己株式の処分   0  2 3    3

株主資本以外の項目の中間連結 

会計期間中の変動額（純額） 
      187 △  1 185

中間連結会計期間中の変動額 

合計                 (百万円) 
－ 0 381 △ 11 371 187 △  1 556

平成18年9月30日残高  (百万円) 3,451 4,220 28,203 △519 35,356 2,985 47 38,389



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 次へ 

    
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

前連結会計年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年 4月 1日

  至 平成17年 9月30日)

(自 平成18年 4月 1日

  至 平成18年 9月30日)

(自 平成17年 4月 1日 
  至 平成18年 3月31日)

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前中間（当期）純利益   726 1,073 2,532 

減価償却費   1,287 1,253 2,588 

減損損失   333 － 350 

退職給付引当金の増加・減少（△）額    1  △ 280 △ 30 

貸倒引当金の増加・減少（△）額    35 △ 657  54 

工事損失引当金の増加・減少（△）額   － 46 － 

受取利息及び受取配当金   △ 247 △  245 △ 496 

売上債権の減少・増加（△）額   4,840 6,182  △ 913 

未成工事支出金の減少・増加（△）額   △ 2,408 △ 2,213 △ 352 

立替金の減少・増加（△）額   33 △45   88 

仕入債務の増加・減少（△）額   △ 3,989 △ 2,685  736 

未払金の増加・減少（△）額   △ 1,048 △ 732  △ 326 

未成工事受入金の増加・減少（△）額   1,480 1,596   107 

未払消費税等の増加・減少（△）額   △ 264 △ 285     32 

その他   △ 109 △ 139 △ 194 

小計   671 2,868 4,176 

利息及び配当金の受取額   238 257 471 

利息の支払額   △ 29 △ 31 △ 57 

法人税等の支払額   △ 1,352 △ 962 △ 1,811 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △ 472 2,131 2,779 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       
有価証券の取得による支出   △ 99 － △ 99 

有価証券の売却・償還による収入   400 300 400 

有形固定資産の取得による支出   △ 721 △ 935 △ 2,268 

有形固定資産の売却による収入   3 4 3 

リース貸与資産の取得による支出   △ 842 △ 593 △ 1,454 

リース貸与資産の売却による収入   27 147 120 

投資有価証券の取得による支出   △ 1,488 △ 778 △ 2,210 

投資有価証券の売却・償還による収入    1,326 396 2,014 

無形固定資産の取得による支出   △ 20 △ 53 △ 47 

貸付けによる支出   △ 14 △ 0 △ 36 

貸付金の回収による収入   17 18  37 

その他   △ 95 57 △ 102 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △ 1,509 △ 1,437 △ 3,643 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

長期借入れによる収入   － 1,000 1,000 

長期借入金の返済による支出   △ 967 △ 848 △ 1,860 

自己株式の取得による支出   △ 58 △ 13 △ 76 

配当金の支払額   △ 197 △ 197 △ 395 

少数株主への配当金の支払額   △  0 － △  0 

その他   28 3 31 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △ 1,196 △ 56 △ 1,301 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額    △ 3,178  638 △ 2,165 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   7,222 5,056 7,222 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高   4,044 5,694 5,056 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

 

項 目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

１．連結の範囲に関

する事項 

  

  

  

  

  

  

  

  

 連結子会社数  ９社 

  ㈱ヨンコービジネス 

  ㈱キャデワサービス 

  ㈱アクセル徳島 

  ㈱エコサービス徳島 

  ㈱高知クリエイト 

  ㈱エコサービス高知 

  ㈱アクセル松山 

  ㈱香川クリエイト 

  サン技研設備工業㈱ 

連結子会社数  ９社 

同   左 

 連結子会社数  ９社 

 同   左 

非連結子会社名 

徳島電工㈲、南海電工㈲、 

香川電工㈲ 

非連結子会社名 

㈱宇多津給食サービス、 

徳島電工㈲、南海電工㈲、 

香川電工㈲ 

非連結子会社名 

同   左 

  

非連結子会社は、いずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、

いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていな

い。 

同   左 

  

非連結子会社は、いずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていない。 

２．持分法の適用に

関する事項 

非連結子会社及び関連会社

は、それぞれ中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等からみ

て、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないた

め、持分法を適用していな

い。 

同   左 非連結子会社及び関連会社

は、それぞれ当期純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等からみ

て、持分法の対象から除いて

も連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため、持

分法を適用していない。 

持分法非適用の非連結子会社

名 

徳島電工㈲、南海電工㈲、 

香川電工㈲ 

持分法非適用の非連結子会社

名 

㈱宇多津給食サービス、 

徳島電工㈲、南海電工㈲、 

香川電工㈲ 

持分法非適用の非連結子会社

名 

同   左 

持分法非適用の関連会社名 

㈱四国環境測定センター 

持分法非適用の関連会社名 

㈱シコク分析センター 

(平成18年4月1日に「㈱四国

環境測定センター」から商号

を変更した。) 

持分法非適用の関連会社名 

㈱四国環境測定センター 

３．連結子会社の中

間決算日(決算日)

等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は

中間連結財務諸表提出会社と

同一である。 

同   左 連結子会社の事業年度は連

結財務諸表提出会社と同一で

ある。 



  

  
  

 

項 目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

４．会計処理基準

に関する事項 

  
  

  

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価方

法 

有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定している。） 

有価証券 

満期保有目的の債券 

同   左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定してい

る。） 

有価証券 

満期保有目的の債券 

同   左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定している。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同   左 

時価のないもの 

同   左 

たな卸資産 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

その他たな卸資産 

月総平均法による原価法 

たな卸資産 

未成工事支出金 

同   左 

その他たな卸資産 

同   左 

たな卸資産 

未成工事支出金 

同   左 

その他たな卸資産 

同   左 

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却の

方法 

有形固定資産 

建物・構築物 

定率法 

なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税

法に規定する方法と同一

の基準によっている。 

   その他の有形固定資産 

主に連結子会社のリース

資産であり、リース期間を

償却年数とし、リース期間

満了時の処分見込額を残存

価額とする定額法 

有形固定資産 

建物・構築物 

同   左 

  

  

  

  

その他の有形固定資産 

同   左 

有形固定資産 

建物・構築物 

同   左 

  

  

  

  

その他の有形固定資産 

同   左 

無形固定資産 

自社利用ソフトウェア 

社内における利用可能期

間を耐用年数とした定額法 

市場販売目的ソフトウェア 

見込有効期間を耐用年数

とした定額法 

  その他 

     定額法 

無形固定資産 

  自社利用ソフトウェア 

同   左 

  

市場販売目的ソフトウェア 

  同   左 

   その他 

同   左 

無形固定資産 

  自社利用ソフトウェア 

同   左 

  

市場販売目的ソフトウェア 

  同   左 

    その他 

同   左 



  

  
  

 

項 目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

(3) 重要な引当金の

計上基準 
貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してい

る。 

貸倒引当金 

同   左 

貸倒引当金 

同   左 

  

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に

備えるため、当中間連結会計期

間末未成工事のうち、損失の発

生が見込まれるものについて、

その損失見込額を計上してい

る。 

  

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき当中間連結会計期

間末において発生していると認

められる額を計上している。 

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により、発生時か

ら費用処理している。 

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により、発

生の翌連結会計年度から費用処

理している。 

退職給付引当金 

同   左 

  

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。 

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により、発生時か

ら費用処理している。 

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により、発

生の翌連結会計年度から費用処

理している。 

 役員退職給与引当金 

役員の退職金の支払に充て

るため、退職金内規に基づく

当中間連結会計期間末要支給

額を計上している。 

 役員退職給与引当金 

同   左 

 役員退職給与引当金 

役員の退職金の支払に充て

るため、退職金内規に基づく

当連結会計年度末要支給額を

計上している。 

(4) 重要なリース取

引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

同   左 同   左 



  

 

項 目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

(5) その他中間連結

（連結）財務諸表

作成のための基本

となる重要な事項 

  

長期請負工事の収益計上基準 

完成工事高の計上基準は工事

完成基準によっているが、一定

の基準に該当する長期大型（工

期１年以上で請負金額５億円以

上）の工事にかかる収益の計上

については、工事進行基準を適

用している。 

長期請負工事の収益計上基準 

同   左 

長期請負工事の収益計上基準 

同   左 

なお、工事進行基準によった

完成工事高は、505百万円であ

る。 

なお、工事進行基準によった

完成工事高は、838百万円であ

る。 

なお、工事進行基準によった

完成工事高は、1,920百万円で

ある。 

消費税等の会計処理 

消費税等に相当する額の会計

処理は、税抜方式によってい

る。 

消費税等の会計処理 

同   左 

消費税等の会計処理 

同   左 

５．中間連結 ( 連

結)キャッシュ・フ

ロー計算書におけ

る資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３か月以

内に償還期限の到来する短期投

資からなる。 

同   左 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなる。 



会計処理の変更 
  

  

  

  

  

表示方法の変更 
  

  

  

 次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日) 

  
(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第5号 平成17年

12月9日)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日)を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、38,341百万円である。 

なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成している。 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年8月9

日))及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第6号 平成15年10月31日)を適用

している。これにより税金等調整前中

間純利益は333百万円減少している。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してい

る。 

  

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年8月9

日))及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第6号 平成15年10月31日)を適用

している。これにより、営業利益及び

経常利益がそれぞれ2百万円増加し、

税金等調整前当期純利益は 347百万円

減少している。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき各

資産の金額から直接控除している。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日) 

  

（中間連結損益計算書） 

「廃品売却益」は、従来、営業外収益「その他」に含

めて表示していたが、営業外収益総額の百分の十を超え

たため区分掲記した。 

なお、前中間連結会計期間は営業外収益「その他」に

38百万円含まれている。 



注記事項 
  
（中間連結貸借対照表関係） 

  

 

前中間連結会計期間末 

（平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年9月30日） 

前連結会計年度末 

（平成18年3月31日） 

※1 有形固定資産減価償却累計額 

15,621百万円 

※1 有形固定資産減価償却累計額 

16,485百万円 

※1 有形固定資産減価償却累計額 

16,127百万円 

※2 未払金のうち 4,173百万円は、

ファクタリングシステムによる営

業上の取引に係る債務である。 

※2 未払金のうち 4,330百万円

は、ファクタリングシステムに

よる営業上の取引に係る債務で

ある。 

※2 未払金のうち 5,016百万円は、

ファクタリングシステムによる営

業上の取引に係る債務である。 

  
※3 中間連結会計期間末日の満期

手形は手形交換日をもって決済

処理をしている。 

従って、当中間連結会計期間

末日は金融機関の休日であった

ため、当中間連結会計期間末日

満期手形が以下の科目に含まれ

ている。 

受取手形     116百万円 

支払手形     312百万円 

流動負債のその他  1百万円 

(営業外支払手形) 

  



  
（中間連結損益計算書関係） 

  

 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日) 

※1 このうち主要な費目及び金額は

次のとおりである。 

従業員給料手当   1,424百万円 

退職給付費用      151百万円 

貸倒引当金繰入額  32百万円 

※1 このうち主要な費目及び金額は次

のとおりである。 

従業員給料手当  1,397百万円 

退職給付費用      82百万円 

貸倒引当金繰入額  27百万円 

※1 このうち主要な費目及び金額は次

のとおりである。  

従業員給料手当   2,899百万円 

退職給付費用      277百万円   

貸倒引当金繰入額   37百万円 

  
※2 固定資産除却損の内訳 

建物・構築物    50百万円 

※2 固定資産除却損の内訳 

建物・構築物       26百万円 

※3 減損損失 

当中間連結会計期間において、

以下の資産について減損損失を計

上している。 

             (百万円) 

（固定資産の種類ごとの内訳） 
土 地 300百万円  建 物 32百万円 
構築物    0百万円 

当社グループは、事業用資産につ

いてはキャッシュ・フローを生み出

す最小単位として支店等地域別に、

賃貸資産・遊休資産については当該

資産単独で資産のグルーピングを行

い減損損失の判定を行った。その結

果、上記資産については市場価格の

著しい下落又は設備利用率の低下に

より、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上した。 

なお、当該資産の回収可能価額

は、正味売却価額（主として路線価

による相続税評価額を基礎に市場価

格相当額への調整を行った額）によ

り測定している。 

用 途 場 所 種 類 
減損 
損失 

福 利 厚 生 
施 設 

大阪府 
堺市 

土地・ 
建物等 

311 

遊 休 資 産 
香川県 
さぬき市ほ

か 
土地 21 

  合 計   333 

  

※3 減損損失 
当連結会計年度において、以下

の資産について減損損失を計上し

ている。 
                         (百万円) 

（固定資産の種類ごとの内訳） 

土 地 305百万円  建 物  43百万円 
構築物  0百万円 

当社グループは、事業用資産につ

いてはキャッシュ・フローを生み出

す最小単位として支店等地域別に、

賃貸資産・遊休資産については当該

資産単独で資産のグルーピングを行

い減損損失の判定を行った。その結

果、上記資産については市場価格の

著しい下落又は設備利用率の低下に

より、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上した。 

なお、当該資産の回収可能価額は、

正味売却価額（主として路線価によ

る相続税評価額を基礎に市場価格相

当額への調整を行った額）により測

定している。 

用 途 場 所 種 類
減損

損失 
福 利 厚 生

施 設

大阪府 
堺市 

土地・

建物等 311

遊 休 資 産
香川県 
さぬき市ほか 土地 21

遊 休 資 産

(廃止 
事業所) 

高知県 
土佐清水市 

土地・

建物等 
17

 合   計  350



（中間株主資本等変動計算書関係） 
当中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日)  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項        

(注) 自己株式の増加及び減少は単元未満株式の買取り及び買増請求によるものである。 

  
２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  
（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの 

  
  
  
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
  

 

  
前連結会計年度末 
株式数   (千株) 

当中間連結会計期間

増加株式数  (千株) 
当中間連結会計期間 
減少株式数  (千株) 

当中間連結会計期間末

株式数   (千株) 

発行済株式        

普 通 株 式      40,638 － － 40,638

自己株式        

普 通 株 式 1,114 20 4 1,130

(決  議) 
株式の種類 配当金の総額

１株当たり

配  当  額 
基 準 日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 197百万円 5円 平成18年3月31日 平成18年6月29日

(決  議) 
株式の種類

配当金の

総額 配当の原資
１株当たり

配  当  額 基 準 日 効力発生日

平成18年10月31日 
取締役会 

普通株式 197百万円 利益剰余金 5円 平成18年9月30日 
平成18年11月30

日 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成17年9月30日現在） 

現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成18年9月30日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成18年3月31日現在） 

(百万円) (百万円) (百万円) 

  現金預金勘定 2,843     現金預金勘定 5,593   現金預金勘定 4,455  

  有価証券勘定 1,597     有価証券勘定 1,203   有価証券勘定 1,098
 

  償還期間が3ケ月を 
超える債券等 △696     償還期間が3ケ月を

超える債券等 △1,102
  償還期間が3ケ月を 

超える債券等 △998
  

  流動資産の「その他」
のうち関係会社預け金 300 

    現金及び現金同等物 5,694   
  
流動資産の「その他」
のうち関係会社預け金 500

 

  現金及び現金同等物 4,044      現金及び現金同等物 5,056



  

（リース取引関係） 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（単位 百万円） 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

      （単位 百万円） 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

     （単位 百万円） 

１．借手側 １．借手側 １．借手側 

①リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高
相当額 

有形固定資産「その他」 
（車両運搬具） 

取得価額相当額           253 
減価償却累計額相当額     69 

中間期末残高相当額      184 

有形固定資産「その他」
（車両運搬具） 

取得価額相当額          233 
減価償却累計額相当額   118 

中間期末残高相当額     115 

有形固定資産「その他」 
（車両運搬具） 

取得価額相当額           257 
減価償却累計額相当額    105 

期末残高相当額           152 

②未経過リース料中間期末残高相当
額 

②未経過リース料中間期末残高相当
額 

②未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内                 78
１ 年 超                106 

計                   184 

１ 年 内               53
１ 年 超                61 

計                  115 

１ 年 内                 67 
１ 年 超                 84 

計                   152 

なお、取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため支払利子込み法により

算定している。 

なお、取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため支払利子込み法により

算定している。 

なお、取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定してい

る。 

③支払リース料及び減価償却費相当
額 

③支払リース料及び減価償却費相当
額 

③支払リース料及び減価償却費相当
額 

支払リース料           43 

減価償却費相当額        43 

支払リース料           36 

減価償却費相当額        36 

支払リース料           87 

減価償却費相当額        87 

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

同   左 同   左 



  

  

  

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

２．貸手側 ２．貸手側 ２．貸手側 

①リース物件の取得価額、減価償却
累計額及び中間期末残高 

①リース物件の取得価額、減価償却
累計額及び中間期末残高 

①リース物件の取得価額、減価償却
累計額及び期末残高 

有形固定資産「その他」 
（機械装置、運搬具等） 

取得価額         7,839 
減価償却累計額      3,726 

中間期末残高        4,116 

有形固定資産「その他」
（機械装置、運搬具等） 

取得価額        7,600 
減価償却累計額     3,979 

中間期末残高       3,620 

有形固定資産「その他」 
（機械装置、運搬具等） 

取得価額        7,852 
減価償却累計額     3,967 

期末残高           3,885 

②未経過リース料中間期末残高相当
額 

②未経過リース料中間期末残高相当
額 

②未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内             1,383
１ 年 超             2,867 

計               4,250 

１ 年 内            1,378
１ 年 超            2,591 

計              3,969 

１ 年 内             1,378 
１ 年 超             2,708 

計                4,086 

③受取リース料、減価償却費 
及び受取利息相当額 

③受取リース料、減価償却費
及び受取利息相当額 

③受取リース料、減価償却費 
及び受取利息相当額 

     受取リース料      857 
     減価償却費       752 
     受取利息相当額      113 

     受取リース料      847 
     減価償却費       732 
     受取利息相当額      108 

     受取リース料      1,737 
     減価償却費      1,517 
     受取利息相当額       226 

④利息相当額の算定方法 ④利息相当額の算定方法 ④利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取
得価額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法について
は、利息法によっている。 

同   左 同   左 



（有価証券関係） 

  
 前中間連結会計期間末（平成17年9月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）債券（社債）には複合金融商品が含まれており、当該複合金融商品に係る評価益 11百万円を中間連結損益計算書の営業外収益
に計上している。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

  

 当中間連結会計期間末（平成18年9月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）債券（社債）には複合金融商品が含まれており、当該複合金融商品に係る評価益 4百万円を中間連結損益計算書の営業外収益
に計上している。 
  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 

  
中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時   価 

（百万円） 

差 額 

（百万円） 

債  券       

社  債      1,299    1,184    △ 114 

合   計         1,299       1,184    △ 114 

  
取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

差 額 

（百万円） 

(１)株  式    5,518    9,702      4,183 

(２)債  券       

国債・地方債     199     206      6 

社  債    4,455    4,501     45 

(３)その他    1,430    1,703    272 

合   計    11,604    16,113    4,508 

預金と同等の性格を有する証券投資信託  900百万円 

非上場株式    295百万円 

  
中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時   価 

（百万円） 

差 額 

（百万円） 

債  券       

社  債      1,095    982    △ 112 

合   計         1,095      982    △ 112 

  
取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

差 額 

（百万円） 

(１)株  式    5,486   10,157      4,670 

(２)債  券       

社  債    4,665    4,630   △ 34 

(３)その他    1,771    2,141    369 

合   計    11,923    16,929    5,005 

預金と同等の性格を有する証券投資信託  101百万円 

非上場株式       301百万円 



  

 前連結会計年度末（平成18年3月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）債券（社債）には複合金融商品が含まれており、当該複合金融商品に係る評価益9百万円を連結損益計算書の営業外収益に計上
している。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

  

（デリバティブ取引関係） 

 

  
連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時   価 

（百万円） 

差 額 

（百万円） 

債  券       

社  債    999    874   △ 125 

合   計      999    874   △ 125 

  
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

差 額 

（百万円） 

(１)株  式    5,531    9,927      4,396 

(２)債  券       

社  債    4,655    4,605  △ 50 

(３)その他    1,725     2,066    341 

合   計    11,911    16,599    4,687 

預金と同等の性格を有する証券投資信託  100百万円 

非上場株式       286百万円 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

当社グループは、デリバティブ取

引を行っていないので、該当事項は

ない。 

同   左 同   左 



  

（セグメント情報） 

  
【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日）及び 

当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

事業区分については、業務の種類の類似性を考慮して区分した。 

なお、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める設備工事業の割合がいずれも90％を超えており、その他

の事業(リース業、ＣＡＤソフト販売事業、材料販売事業等)に重要性がないため、中間連結財務諸表規則様式第一号（記載上の

注意10）に基づき、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。 

  

前連結会計年度（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

事業区分については、業務の種類の類似性を考慮して区分した。 

なお、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める設備工事業の割合がいずれも

90％を超えており、その他の事業(リース業、ＣＡＤソフト販売事業、材料販売事業等)に重要性がないため、連結財務諸表規則

様式第一号（記載上の注意14）に基づき、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日）、 

当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日）及び 

前連結会計年度  （自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

在外連結子会社がないため、記載していない。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日）、 

当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日）及び 

前連結会計年度  （自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

海外売上高がないため、記載していない。 

  

 



  

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりである。 
  

  
  

（重要な後発事象） 

  

   該当事項なし。 

    

  

 (2)【その他】 

    該当事項なし。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年 4月 1日 

至 平成17年 9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年 4月 1日 

至 平成18年 3月31日) 

１株当たり純資産額 932.08円 970.48円 954.90円 

１株当たり中間(当期)

純利益  
 6.78円  15.72円  31.76円 

潜在株式調整後１株 

当たり中間(当期) 

純利益  

潜在株式が存在しな
いため、記載していな
い。 

同   左 同   左 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年 4月 1日 

至 平成17年 9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年 4月 1日 

至 平成18年 3月31日) 

中間(当期)純利益金額 

(百万円) 
268 621 1,297 

普通株主に帰属しない
金額(百万円) 

－ － 41 

(うち利益処分による役員
賞与金(百万円)) 

－ － ( 41 ) 

普通株式に係る中間
(当期)純利益(百万円) 

268 621 1,256 

普通株式の期中平均株
式数(千株) 

39,572 39,517 39,553 



２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末 当中間会計期間末 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年9月30日) (平成18年9月30日) (平成18年3月31日) 

区  分 
注記 
番号 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

（資産の部） 

  
  

  

  

  

  

  

Ⅰ 流動資産 

現金預金 2,357 4,527 3,605 

受取手形 ※3 2,157 2,120 2,563 

完成工事未収入金 

  

7,051 7,467 12,352 

有価証券 1,597 1,203 1,098 

未成工事支出金 5,794 6,094 3,855 

材料貯蔵品 1,180 1,273 1,160 

関係会社預け金   300   － 500 

その他 3,150 2,589 3,113 

貸倒引当金   △ 177 △ 115 △ 176 

流動資産合計   23,410 41.9  25,161 41.7  28,074 45.3  

Ⅱ 固定資産   
  

  

  

  

  

  

１ 有形固定資産 ※1 

建物 

  

4,429 4,522 4,543 

土地 8,375 9,596 9,541 

その他 411 1,282 455 

有形固定資産計   13,215 23.7  15,401 25.5  14,539 23.5  

２ 無形固定資産   191 0.3  173 0.3  170 0.3  

３ 投資その他の資産     

  

  

  

  

  
投資有価証券 

  

17,187 17,501 17,110 

その他 3,692 2,249 3,921 

貸倒引当金 △ 1,842 △ 107 △ 1,892 

投資その他の資産計 19,037 34.1  19,643 32.5  19,140 30.9  

固定資産合計   32,445 58.1  35,218 58.3  33,850 54.7  

資産合計   55,855 100.0  60,380 100.0  61,925 100.0  
           



  

 

    
前中間会計期間末 当中間会計期間末 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年9月30日) (平成18年9月30日) (平成18年3月31日) 

区  分 
注記 
番号 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

（負債の部） 
  

  

  

  

  

    

Ⅰ 流動負債       

  

    支払手形 ※3 1,115 1,674 1,898 

    工事未払金   5,316 6,825  9,103 

    未払金 ※4 4,536 4,960 5,324 

    未成工事受入金 
  

2,942 3,215 1,637 

       工事損失引当金 － 46 － 

    その他 ※3 2,840 3,183 3,940 

     流動負債合計   16,752 30.0  19,907 33.0  21,904 35.4  

Ⅱ 固定負債 

  

  

  

  

  

  

  
  繰延税金負債 333 608 381 

  退職給付引当金 2,411 2,102 2,382 

  役員退職給与引当金 130 151 154 

     固定負債合計   2,876  5.1  2,862  4.7  2,918  4.7  

     負債合計   19,628 35.1  22,769 37.7  24,822 40.1  

  
              

（資本の部） 

Ⅰ 資本金   3,451  6.2  － －  3,451  5.6  

Ⅱ 資本剰余金 

  

  

  

  

  

  

  資本準備金 4,209 － 4,209 

その他資本剰余金 8 － 9 

資本剰余金合計   4,218  7.6  －  －  4,219  6.8  

Ⅲ 利益剰余金 

  

  

  

  

  

  

  利益準備金 862 － 862 

任意積立金 24,766 － 24,766 

中間（当期）未処分利益 728 － 1,511   

利益剰余金合計 

  

26,357 47.2  － － 27,141 43.8  

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,691  4.8  － － 2,798  4.5  

Ⅴ 自己株式 △ 491 △ 0.9  － － △ 507 △ 0.8  

資本合計 36,227 64.9  － － 37,102 59.9  

負債・資本合計   55,855 100.0  － － 61,925 100.0  
        



  

  

    
前中間会計期間末 当中間会計期間末 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年9月30日) (平成18年9月30日) (平成18年3月31日) 

区  分 
注記 
番号 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

（純資産の部）     
  

  
  

  
  

Ⅰ 株主資本         

    資本金   － － 3,451 5.7 － － 

資本剰余金     

  

  

  

  

  資本準備金   － 4,209 － 

その他資本剰余金   － 10 － 

資本剰余金合計   － － 4,220 7.0 － － 

利益剰余金     

  

  

  

  

  

利益準備金   － 862 － 

その他利益剰余金         

固定資産圧縮積立金   － 528 － 

固定資産圧縮特別勘定   － 28 － 

別途積立金   － 25,000 － 

繰越利益剰余金   － 1,052 － 

利益剰余金合計   － － 27,472 45.5 － － 

自己株式   － － △  519 △0.9 － － 

株主資本合計   － － 34,624 57.3 － － 

Ⅱ 評価・換算差額等               

その他有価証券評価差額金   － － 2,985 5.0 － － 

評価・換算差額等合計   － － 2,985 5.0 － － 

純資産合計   － － 37,610 62.3 － － 

負債純資産合計   － － 60,380 100.0 － － 

           



    ②【中間損益計算書】 

  

  

  

   

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日) 

(自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日) 

(自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日) 

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 

（％） 
金額（百万円） 

百分比 

（％） 
金額（百万円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高               

   完成工事高   26,995   27,907   66,962    

   兼業事業売上高   310 27,306 100.0 315 28,223 100.0   596 67,558 100.0 

Ⅱ 売上原価               

   完成工事原価   23,752   24,795   59,530    

   兼業事業売上原価   215 23,968 87.8 208 25,003 88.6   420 59,950 88.7 

    売上総利益               

     完成工事総利益   3,242   3,112   7,432    

     兼業事業総利益   94 3,337 12.2 107 3,219 11.4 175 7,608 11.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     2,750 10.0  2,645 9.4   5,530 8.2 

    営業利益       586 2.2   573 2.0     2,078 3.1 

Ⅳ 営業外収益 ※1   475 1.7  459 1.6   837 1.2 

Ⅴ 営業外費用 ※2   43 0.2  42 0.1   52 0.1 

    経常利益     1,019 3.7  991 3.5   2,863 4.2 

Ⅵ 特別利益               

   貸倒引当金戻入益   － － － 53 53 0.2 －   － － 

Ⅶ 特別損失               

   前期損益修正損   14   －   21    

   固定資産除却損 ※4 －   50   26    

   貸倒引当金繰入額   －   －   65    

   減損損失 ※5 333   －   350    

   その他  － 347 1.3 － 50 0.2 21 484 0.7 

   税引前中間(当期)純利益     672 2.4  993 3.5   2,379 3.5 

  法人税、住民税及び事業税   438   237   1,358    

  法人税等調整額   4 442 1.6 187 424 1.5 △ 189  1,169 1.7 

  中間(当期)純利益     229 0.8  568 2.0   1,209 1.8 

  前期繰越利益     499   －    499  

  中間配当額     －   －    197  

  中間(当期)未処分利益     728   －    1,511  

                      



  ③【中間株主資本等変動計算書】 
当中間会計期間（自 平成18年4月 1日 至 平成18年9月30日） 

(注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  

 次へ 

  株    主    資    本 評価・換  

算差額等 

純資産 

合 計 資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

自  己 

株  式 

株主資本 

合    計 
資 本 

準備金 

その他 

資 本 

剰余金 

利  益 

準備金 

その他利益剰余金 

その他有

価証券評

価差額金 

固定資産

圧縮 

積立金 

固定資 

産圧縮 

特 別 

勘 定 

別 途 

積立金 

繰 越 

利 益 

剰余金 

平成18年3月31日残高 (百万

円) 
3,451 4,209 9 862 538 28 24,200 1,511 △507 34,303 2,798 37,102 

中間会計期間中の変動額                   

固定資産圧縮積立金の取崩 

(注) 
      △  6   6   －   － 

固定資産圧縮積立金の取崩       △  3   3   －   － 

別途積立金の積立        

(注) 
        800 △800   －   － 

剰余金の配当  (注)          △197   △ 197   △ 197 

役員賞与 (注)          △ 40   △  40   △  40 

中間純利益          568   568   568 

自己株式の取得            △13 △ 13   △ 13 

自己株式の処分    0      2 3   3 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額(純額) 
              187 187 

中間会計期間中の変動額 

合計              (百万

円) 

－ － 0 － △  9 － 800 △459 △11 320 187 507 

平成18年9月30日残高 (百万

円) 
3,451 4,209 10 862 528 28 25,000 1,052 △519 34,624 2,985 37,610 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
  

 

項 目 
前中間会計期間 

(自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日) 

前事業年度
(自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日) 

１．資産の評価基準
及び評価方法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

満期保有目的の債券 

同   左 

満期保有目的の債券 

同   左 

その他有価証券 

時価のあるもの 
中間決算日の市場価格等
に基づく時価法（評価差
額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移
動平均法により算定して
いる。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 
中間決算日の市場価格
等に基づく時価法（評価
差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価
は移動平均法により算定
している。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 
期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額
は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動
平均法により算定してい
る。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

          同   左 

時価のないもの 

同   左 

たな卸資産 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

材料貯蔵品 

月総平均法による原価法 

たな卸資産 

未成工事支出金 

同   左 

材料貯蔵品 

同   左 

たな卸資産 

未成工事支出金 

同   左 

材料貯蔵品 

同   左 

２．固定資産の減価

償却の方法 

有形固定資産 

定率法 

なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に規
定する方法と同一の基準によ
っている。 

有形固定資産 

同   左 

有形固定資産 

同   左 

  

無形固定資産 

自社利用ソフトウェア 

社内における利用可能期

間を耐用年数とした定額

法 

無形固定資産 

自社利用ソフトウェア 

同   左 

無形固定資産 

自社利用ソフトウェア 

同   左 

市場販売目的ソフトウェア 

見込有効期間を耐用年数

とした定額法 

その他 

定額法 

市場販売目的ソフトウェア 

同   左 

  

その他 

同   左 

市場販売目的ソフトウェア 

同   左 

  

その他 

同   左 



  

  

 

項 目 
前中間会計期間 

(自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日) 

前事業年度
(自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日) 

３．引当金の計上 

基準 
貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒
損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額
を計上している。 

貸倒引当金 

同   左 

  

  

  

  

貸倒引当金 

同   左 

  
工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損
失に備えるため、当中間会
計期間末未成工事のうち、
損失の発生が見込まれるも
のについて、その損失見込
額を計上している。 

  

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当中間会計
期間末において発生している
と認められる額を計上してい
る。 
過去勤務債務については、
その発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数
(５年)による定額法により、
発生時から費用処理してい
る。 
数理計算上の差異について
は、その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の
年数(５年)による定額法によ
り、発生の翌事業年度から費
用処理している。 

退職給付引当金 

同   左 

  

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上してい
る。 
過去勤務債務については、
その発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数
（５年）による定額法によ
り、発生時から費用処理して
いる。 
数理計算上の差異について
は、その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の
年数（５年）による定額法に
より、発生の翌事業年度から
費用処理している。 

役員退職給与引当金 
役員の退職金の支払に充て
るため、退職金内規に基づく
当中間会計期間末要支給額を
計上している。 

役員退職給与引当金 

同   左 
  

役員退職給与引当金 
役員の退職金の支払に充て
るため、退職金内規に基づく
当事業年度末要支給額を計上
している。 

４．リース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

同   左 同   左 



  

  

  

  

  

 

項 目 
前中間会計期間 

(自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日) 

前事業年度
(自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日) 

５．その他中間財

務諸表(財務諸

表)作成のため

の基本となる重

要な事項 

長期請負工事の収益計上基準 

完成工事高の計上基準
は、工事完成基準によって
いるが、一定の基準に該当
する長期大型（工期１年以
上で請負金額５億円以上）
の工事にかかる収益の計上
については、工事進行基準
を適用している。 

長期請負工事の収益計上基準 

同   左 

長期請負工事の収益計上基準 

同   左 

なお、工事進行基準によ
った完成工事高は 505百万
円である。 

なお、工事進行基準によった
完成工事高は 838百万円であ
る。 

なお、工事進行基準によった
完成工事高は 1,920百万円で
ある。 

消費税等の会計処理 

消費税等に相当する額の会
計処理は、税抜方式によっ
ている。 

消費税等の会計処理 

同   左 

消費税等の会計処理 

同   左 



  

(会計処理の変更) 

  

  

 次へ 

前中間会計期間 
(自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日) 

     
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

(貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第

5号 平成17年12月9日)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日)を適用してい

る。 
これまでの資本の部の合計に
相当する金額は、37,610百万円
である。 

なお、当中間会計期間におけ
る中間貸借対照表の純資産の部
については、中間財務諸表等規
則の改正に伴い、改正後の中間
財務諸表等規則により作成して
いる。 

      
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  

  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

(固定資産の減損に係る会計基準) 
    当中間会計期間より、固定資
産の減損に係る会計基準(「固定
資産の減損に係る会計基準の設
定に関する意見書」(企業会計審
議会 平成14年8月9日))及び「固
定資産の減損に係る会計基準の
適用指針」(企業会計基準適用指
針第6号 平成15年10月31日)を適
用している。これにより税引前
中間純利益は333百万円減少して
いる。 

     なお、減損損失累計額につい
ては、改正後の中間財務諸表等規
則に基づき各資産の金額から直接
控除している。 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

(固定資産の減損に係る会計基準) 
    当事業年度より、固定資産の
減損に係る会計基準(「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」(企業会計審議会 
平成14年8月9日))及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用
指針」(企業会計基準適用指針第
6号 平成15年10月31日)を適用し
ている。これにより、営業利益
及び経常利益がそれぞれ 2百万
円増加し、税引前当期純利益は 
347百万円減少している。 
    なお、減損損失累計額につい
ては、改正後の財務諸表等規則
に基づき各資産の金額から直接
控除している。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



注記事項 
  
（中間貸借対照表関係） 

  
  
（中間損益計算書関係） 

  

 

前中間会計期間末 

（平成17年9月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年9月30日） 

前事業年度末 

（平成18年3月31日） 

※1 有形固定資産減価償却累計額 

7,809百万円 

※1 有形固定資産減価償却累計額 

7,919百万円 

※1 有形固定資産減価償却累計額 

7,816百万円 

2 偶発債務 

子会社である株式会社ヨ
ンコ―ビジネスの銀行借入金
について保証予約を行ってい
る。 

保証予約額 2,840百万円 

2 偶発債務 

同   左 
  
  
  

保証予約額 3,786百万円 

2 偶発債務 

同   左 
  
  
  

保証予約額 3,330百万円 

  
※3 中間会計期間末日の満期手形 
は、手形交換日をもって決済処 
理をしている。 
従って、当中間会計期間末日 
は金融機関の休日であったた 
め、当中間会計期間末日の満期 
手形が以下の科目に含ま
れている。 

      受取手形        115百万円 

      支払手形     262百万円 

      流動負債のその他  1百万円 

(営業外支払手形) 

  

※4 未払金のうち 4,279百万円
は、ファクタリングシステムに
よる営業上の取引に係る債務で
ある。 

※4 未払金のうち 4,330百万円
は、ファクタリングシステムに
よる営業上の取引に係る債務で
ある。 

※4 未払金のうち 5,016百万円
は、ファクタリングシステムに
よる営業上の取引に係る債務で
ある。 

前中間会計期間 

（自 平成17年 4月 1日 

至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年 4月 1日 

至 平成18年 3月31日） 

※1 営業外収益のうち重要なも

のは次のとおりである。 

※1 営業外収益のうち重要なも

のは次のとおりである。 

※1 営業外収益のうち重要なも

のは次のとおりである。 

受取利息     21百万円 

有価証券利息  111百万円 

受取配当金   128百万円 

有価証券売却益  64百万円 

        

受取利息     24百万円 

有価証券利息  101百万円 

受取配当金   133百万円 

有価証券売却益  40百万円 

廃品売却益   72百万円 

受取利息      45百万円 

有価証券利息  221百万円 

受取配当金   257百万円 

有価証券売却益  37百万円 

廃品売却益   87百万円 

※2  営業外費用のうち重要なも

のは次のとおりである。 

※2 営業外費用のうち重要なも

のは次のとおりである。 

※2 営業外費用のうち重要なも

のは次のとおりである。 

支払利息     7百万円 

弔慰金        16百万円 

支払利息     6百万円 

弔慰金      15百万円 

支払利息       14百万円 

弔慰金       16百万円 

3 減価償却実施額 3 減価償却実施額 3 減価償却実施額 

有形固定資産  174百万円 

無形固定資産   47百万円 

有形固定資産  174百万円 

無形固定資産   24百万円 

有形固定資産  350百万円 

無形固定資産    86百万円 

※4 固定資産除却損の内訳  ※4 固定資産除却損の内訳 

建物・構築物   50百万円 建   物    25百万円  

構 築 物    1百万円 



  

  
  
(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間 （自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項                                                   

(注) 自己株式の増加及び減少は単元未満株式の買取り及び買増請求によるものである。 

  
 

前中間会計期間 

（自 平成17年 4月 1日 

至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年 4月 1日 

至 平成18年 3月31日） 

※5  減損損失 

当中間会計期間において、以

下の資産について減損損失を計

上している。 

                      (百万円) 

（固定資産の種類ごとの内訳） 
土  地  300百万円 
建  物   32百万円 
構築物    0百万円 
当社は、事業用資産については

キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として支店等地域別に、賃

貸資産・遊休資産については当該

資産単独で資産のグルーピングを

行い減損損失の判定を行った。そ

の結果、上記資産については市場

価格の著しい下落又は設備利用率

の低下により、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上し

た。 

なお、当該資産の回収可能価額 

は、正味売却価額（主として路線

価による相続税評価額を基礎に市

場価格相当額への調整を行った

額）により測定している。  

用 途 場 所 種 類 
減損 
損失 

福利厚 
生施設 

大阪府 
堺市 

土地・ 
建物等 

311 

遊 休 
資 産 

香川県さ

ぬき市ほ

か 
土地 21 

  合 計   333 

  

※5 減損損失 

当事業年度において、以下の

資産について減損損失を計上し

ている。 

                 (百万円) 

（固定資産の種類ごとの内訳） 
土  地  305百万円   
建  物   43百万円 
構築物    0百万円 
当社は、事業用資産については

キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として支店等地域別に、賃

貸資産・遊休資産については当該

資産単独で資産のグルーピングを

行い減損損失の判定を行った。そ

の結果、上記資産については市場

価格の著しい下落又は設備利用率

の低下により、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上し

た。 

なお、当該資産の回収可能価額

は、正味売却価額（主として路線

価による相続税評価額を基礎に市

場価格相当額への調整を行った

額）により測定している。 

用 途 場 所 種 類 
減損

損失 
福利厚

生施設 
大阪府堺市 

土地・ 
建物等 

311

遊  休

資  産 
香川県さぬ

き市ほか 
土地 21

遊休資産

(廃止 
事業所)

高知県 
土佐清水市 

土地・ 
建物等 

17

合 計 350

自己株式の 

種類 

前事業年度末 

株式数(千株) 

当中間会計期間 

増加株式数(千株) 

当中間会計期間 

減少株式数(千株) 

当中間会計期間末 

株式数 (千株) 

普通株式 1,114 20 4 1,130 



  
（リース取引関係） 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（単位 百万円） 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（単位 百万円） 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（単位 百万円） 

①リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額及び 

中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額及び 

中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額及び 

期末残高相当額 

有形固定資産「その他」 
（機械装置等） 

取得価額相当額        4,294 
減価償却累計額相当額   2,004 

中間期末残高相当額    2,290 

有形固定資産「その他」
（機械装置等） 

取得価額相当額         4,262 
減価償却累計額相当額   1,981 

中間期末残高相当額    2,281 

有形固定資産「その他」 
（機械装置等） 

取得価額相当額        4,214 
減価償却累計額相当額  2,103 

期末残高相当額    2,110 

②未経過リース料中間期末残高相

当額 

②未経過リース料中間期末残高相

当額 

②未経過リース料期末残高相当 

額 

   １ 年 内        776 
    １ 年 超       1,548 

      計       2,324 

   １ 年 内          726 
   １ 年 超        1,589 

      計         2,316 

   １ 年 内        722 
    １ 年 超       1,422 

     計        2,145 

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

    支払リース料    444 

    減価償却費相当額  425 

   支払利息相当額   19 

    支払リース料    438 

    減価償却費相当額  419 

   支払利息相当額   20 

   支払リース料   894 

   減価償却費相当額 858 

   支払利息相当額   39 

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

同   左 同   左 

⑤利息相当額の算定方法 ⑤利息相当額の算定方法 ⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

る。 

同   左 同   左 



  

（有価証券関係） 

  
前中間会計期間末（平成17年9月30日） 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当中間会計期間末（平成18年9月30日） 

同 上 

  

前事業年度末（平成18年3月31日） 

同 上 

  

（１株当たり情報） 

  

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

  

（重要な後発事象） 

  

該当事項なし。 

  

  

 (2)【その他】 

  

    平成18年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

  

     ①中間配当金の総額               197 百万円 

     ②１株当たりの金額                  5 円 

     ③支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成18年11月30日 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  
 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、四国財務局長に提出した証券取引法第25条第１項各号に掲げる

書類は、次のとおりである。 
  
１．有価証券報告書及びその添付書類 
   事業年度（第55期）（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日）   平成18年 6月29日提出 
  
  
    
  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  
     該当事項はない。 



独立監査人の中間監査報告書
 

  
平成１７年１２月９日

  

株式会社 四 電 工 

   取 締 役 会  御中 

監査法人 トーマツ 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社四電工

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社四電工及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、

この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付する形

で別途保管している。 

指定社員   

業務執行社員 公認会計士  鍋 嶋 明 人  印 

指定社員  

業務執行社員 公認会計士  髙 田   武  印 
  



 

 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社四電工

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社四電工及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付する形

で別途保管している。 

独立監査人の中間監査報告書

平成１８年１２月１１日

株 式 会 社 四 電 工 

取  締  役  会  御 中 

監 査 法 人 ト ー マ ツ   

指 定 社 員  
公認会計士  岡 林 正 文  印 

業 務 執 行 社 員  

   

指 定 社 員  
公認会計士  髙 田   武  印 

業 務 執 行 社 員  



独立監査人の中間監査報告書
 

  
平成１７年１２月９日

  

株式会社 四 電 工 

   取 締 役 会  御中 

監査法人 トーマツ 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社四電工

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５５期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社四電工の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この

会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する形で別

途保管している。 

指定社員   

業務執行社員 公認会計士  鍋 嶋 明 人  印 

指定社員  

業務執行社員 公認会計士  髙 田   武  印 
  



 

 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社四

電工の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５６期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１

８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行

われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株

式会社四電工の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１

８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する形で別

途保管している。 

独立監査人の中間監査報告書

平成１８年１２月１１日

株 式 会 社 四 電 工 

取  締  役  会  御 中 

監 査 法 人 ト ー マ ツ   

指 定 社 員  
公認会計士  岡 林 正 文  印 

業 務 執 行 社 員  

   

指 定 社 員  
公認会計士  髙 田   武  印 

業 務 執 行 社 員  
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